
令和２年（健厚）第２１１号

令和３年５月３１日

主文
　本件再審査請求を棄却する。

事実
第１　再審査請求の趣旨

　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、後記第２の２記載
の原処分の取消しを求めるということであ
る。

第２　事案の概要（本件再審査請求に至る経
緯）
　本件記録によれば、以下の事実が認めら
れる。
１　請求人は、平成◯年◯月◯日（受付）、

日本年金機構（以下「機構」という。）に
対し、利害関係人を事業主とする厚生年
金保険法（以下「厚年法」という。）及び
健康保険法（以下「健保法」という。）の
適用事業所（以下「本件事業所」とい
う。）において、平成◯年◯月◯日から同
年◯月◯日までの間（以下「本件期間」
という。）、監査役として使用されていた
として、同期間について被保険者資格を
有していたことを確認する旨の請求（以
下「本件確認請求」という。）をした。

２　機構は、平成◯年◯月◯日付けで、請
求人に対し、本件期間について、請求人
が監査役の地位にないことを確認したた
めとして、本件確認請求を却下する旨の
処分（以下「原処分」という。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、標記の
社会保険審査官に対する審査請求を経
て、当審査会に再審査請求をした。

第３　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点

１　厚生年金保険の適用事業所に使用され
る７０歳未満の者及び健康保険の適用事
業所に使用される者は、適用除外される

者を除き、その使用されるに至った日又
はその使用される事業所が適用事業所と
なった日に被保険者資格を取得し、当該
事業所に使用されなくなった日の翌日に
被保険者資格を喪失することとなるが、
この被保険者資格の取得及び喪失は、適
用事業所の事業主の届出若しくは被保険
者等の請求により、又は職権で、厚生労
働大臣がこれを確認することによって、
その効力を生ずることとされている（厚
年法第６条、第９条、第１２条、第１３
条、第１４条、第１８条、第２７条及び
第３１条並びに健保法第３条第１項、同
条第３項、第３５条、第３６条、第３９
条、第４８条及び第５１条）。そして、こ
の確認等に関する厚生労働大臣の権限に
係る事務は、機構に委任されている（厚
年法第１００条の４第１項第３号、第７
号及び第９号並びに健保法第２０４条第
１項第４号、第７号及び第１０号）。

２　本件において、請求人は前記「事実」
欄第２の２記載の原処分を不服とし、本
件期間中は、本件事業所において監査役
として業務を行っていたから、被保険者
資格を有していたと主張しているのであ
るから、本件の問題点は、上記１の法令
に照らし、原処分が妥当であると認めら
れるかどうかである。

第２　当審査会の判断
１　本件記録によれば、以下の事実が認め

られる。
⑴　利害関係人及びその親会社であるａ

社（以下「ａ社」という。）は、Ａ（以
下「Ａ」という。）が創業し、同人が長
年にわたり経営を担ってきた会社であ
るが、その支配権を巡って、Ａ及びＢ

（Ａの子）と、Ｃ（Ａの妹・以下「Ｃ」
という。）及び請求人（Ｃの子）との間
で争いが生じた。

⑵　Ｃは、平成◯年◯月◯日開催のａ社
の株主総会及び取締役会により同社の
代表取締役に就任したとし、同日午前
◯時◯分開催の利害関係人の臨時株主
総会で、唯一の出席株主であるａ社の
代表者として議決権を行使し、利害関



の各保険の適用事業所に「使用される
者」であるが、この「使用される者」
とは、事実上の使用関係があることを
いい、事実上の使用関係があるか否か
の判断は、労務の提供の有無、その対
償としての報酬の支払の有無、人事労
務管理の有無等の実態に照らして、個
別具体的に判断するのが相当である。

⑵　上記１認定の事実によれば、請求人
が監査役に選任された本件株主総会決
議は不存在とされているから、請求人
は本件期間において利害関係人の監査
役に就任していないし、請求人に対す
る平成◯年◯月分及び◯月分の給与の
支給は、代表権のない者の行為によっ
て行われたものである。そして、請求
人が、本件期間において、監査役とし
て利害関係人の業務を行ったことを認
めるに足りる資料はない（平成◯年◯
月◯日以降は、Ａ側とＣ側の双方が互
いに利害関係人の代表権を主張し、相
手側の業務執行を認めない状況にあっ
たところ、このような状況の中で、仮
に請求人が何らかの行為を行ったとし
ても、その行為が利害関係人との間で、
客観的な業務執行と評価できるもので
あったことを認めるに足りる資料はな
い。）。

⑶　したがって、請求人が本件期間にお
いて、本件事務所に使用される者で
あったことを認めることはできない。
これと同旨の原処分は適法かつ妥当で
あり、これを取り消すことはできない。

　以上の理由によって、主文のとおり裁決す
る。

係人の取締役８名中７名を解任し、Ｃ
ほか１名を同社の取締役に、請求人を
同社の監査役に選任する旨を決議した

（以下「本件株主総会決議」という。）。
さらに、同日午前◯時◯分開催の利害
関係人の取締役会で、Ｃを代表取締役
に選任する旨の決議がされた（以下「本
件取締役会決議」という。）。 
　他方、これらの動きを察知したＡ側
は、同日付けで、利害関係人の株主総
会決議（会社法３１９条第１項のみな
し決議）を行い、Ｃを取締役から、請
求人を監査役からそれぞれ解任し、Ａ
ほかを取締役に選任する旨を決議し、
同日◯時◯分開催の利害関係人の取締
役会でＡを代表取締役に選任する旨の
決議をした。

⑶　これらの決議の効力をめぐって、双
方が◯◯地方裁判所に仮処分を申請

（平成◯年（ヨ）第◯◯◯◯◯号及び第
◯◯◯◯◯号）したところ、同裁判所
は、平成◯年◯月◯日付けの各決定で、
①ａ社の株主総会決議は法律上不存
在、取締役会決議は無効であり、利害
関係人の本件株主総会決議は、Ｃがａ
社の代表者でないのに同社の代表者と
して議決権を行使して成立させた決議
であるから、法律上不存在である、②
利害関係人の本件取締役会決議は、取
締役でない者が取締役として成立させ
た決議であり、無効であると判断した。
これらの決定は、そのころ確定した。

⑷　本件期間中に、Ｃは、利害関係人の
代表取締役として、請求人に対し、平
成◯年◯月分及び◯月分の給与として
各◯◯万◯◯◯◯円を支給したが、利
害関係人は、その効力を認めておらず、
請求人に対しその返還を求めるとして
いる。また、請求人が、本件期間にお
いて、利害関係人の監査役としてどの
ような業務を行ったのかを明らかにす
る資料はない。

２　以上の事実に基づいて判断する。
⑴　厚生年金保険及び健康保険におい

て、その被保険者となるのは、これら




